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【担当課】 

第３章 地球温暖化対策の推進  

３．二酸化炭素吸収源対策 

⑴ 森林整備の推進 

 ③ 森林環境譲与税を活用し森林整備を実施する市町村への支援

 ⑴ 事業目的 

 経営管理が十分でない森林を、市町村を通じて林業事業体に再委託し、適正な経営管理を行う「森

林経営管理制度」が令和元年度から始まり、必要な財源は「森林環境譲与税」を活用することとされ

ました。 

 市町村が早期に自立して制度を運用できるようにするため、市町村の職員育成や体制強化を図り

ます。 

⑵ 取組状況 

 制度を運用する市町村に林業の専門技術職員がいないことから、市町村が設置している「森林経営

推進センター」に県から技術職員を派遣し、市町村業務のサポートを行っています。 

 令和２年度は地域協議会や個別協議等を通じ市町村への技術支援を行い、本制度に基づき、県内４

地区で森林所有者から市町村へ森林の経営管理を委託、２地区で市町村から林業事業体へ伐採等の

施業を再委託されました。 

«用語解説»  

※１ 森林環境譲与税 

  平成31年３月に成立した「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」に基づき、「森林環境税」（令和６年度から

課税）及び「森林環境譲与税」（令和元年度から譲与）が創設されました。森林環境譲与税は、市町村や都道府県に対

して、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口による客観的な基準で按分して譲与されています。
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